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連結株主資本等変動計算書
平成27年 4 月 1 日から
平成28年 3 月31日まで

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 8,428 6,732 32,771 △1,107 46,825
連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △643 △643
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,964 2,964
連 結 範 囲 の 変 動 94 94
自 己 株 式 の 取 得 △91 △91
自 己 株 式 の 処 分 0 0 0
連 結 子 会 社 株 式 の
取得による持分の増減 18 18
土地再評価差額金の取崩 137 137
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 ( 純 額 )

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － 18 2,553 △90 2,480
当 期 末 残 高 8,428 6,750 35,324 △1,198 49,305

その他の包括利益累計額 非支配株主
持 分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
土地再評価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 2,335 △1,075 433 73 1,767 1,483 50,076
連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △643
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,964
連 結 範 囲 の 変 動 94
自 己 株 式 の 取 得 △91
自 己 株 式 の 処 分 0
連 結 子 会 社 株 式 の
取得による持分の増減 18
土地再評価差額金の取崩 137
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 ( 純 額 )

△925 66 △101 △693 △1,654 90 △1,564

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △925 66 △101 △693 △1,654 90 916
当 期 末 残 高 1,410 △1,008 331 △619 113 1,573 50,992

(百万円未満切捨)
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連結注記表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項
・連 結 子 会 社 の 数 ……31社
・主要な連結子会社の名称 ……四日市海運株式会社ほか30社
Trancy Logistics(Vietnam)Co.,Ltd.および霞北埠頭流通センター株式会社は重要性が増したため、連結
の範囲に含めております。
・主要な非連結子会社の名称 ……四日市シッピング株式会社ほか11社
（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社12社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益および利益剰余金
（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した非連結子会社および関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社または関連会社数　……９社
・主 要 な 会 社 等 の 名 称 ……南大阪埠頭株式会社、中部コールセンター株式会社ほか7社

⑵　持分法を適用していない非連結子会社および関連会社の状況
・主 要 な 会 社 等 の 名 称 ……四日市シッピング株式会社、多度開発株式会社ほか
（持分法を適用しない理由）
持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益および利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と
しても重要性がないため持分法の適用から除外しております。

⑶　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る財務諸表
を使用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、Trancy Logistics America Corporationほか海外連結子会社５社の決算日は12月31
日であります。連結計算書類の作成にあたっては当該連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用しており
ます。
ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準および評価方法

①　有価証券
その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　　　　　移動平均法に基づく原価法
②　たな卸資産　　　　　　　　　　　　　　移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）
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⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）　　　定額法を採用しております。
（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）
当社および国内連結子会社は、従来、有形固定資産の減価償却の方法について、平成10年４月１日以降
に取得した建物（附属設備を除く）およびリース資産を除き、定率法を採用しておりましたが、当連結会
計年度より、定額法に変更しております。
当社グループは、様々な事業環境の変化に対応するため、平成26年４月から開始した「中期経営計画」
に掲げる基本方針「新しい価値を創造する企業に生まれ変わり、スピード感のある革新的ソリューション
で、国内外のロジスティクス事業を拡充する」に基づき、様々な施策を実施しております。
こうした取組みの一環である埼玉県幸手市における消費財物流センター建設計画を契機に、有形固定資産
の減価償却方法について再検討したところ、有形固定資産は耐用年数にわたり安定的な使用状況であり、
収益に安定的に貢献することが見込まれることから、取得原価の費用配分方法としては、定額法の方が経
済実態をより適切に反映すると判断いたしました。
この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度の営業利益は431百万円、経常利益お
よび税金等調整前当期純利益は433百万円増加しております。
②　無形固定資産（リース資産を除く）　　　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエ

アについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法を採用しております。

③　リース資産　　　　　　　　　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引については、一部の
連結子会社において、自己所有の固定資産に適用する減価
償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残
価保証の取決めがある場合は残価保証額）とする定額法を
採用しております｡
なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有
権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
②　賞与引当金は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しており

ます。
③　役員退職慰労引当金は、一部の連結子会社において、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上しております。
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⑷　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。
なお、在外連結子会社等の資産および負債は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益および
費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および非
支配株主持分に計上しております。

②　ヘッジ会計の方法
金利スワップについて、特例処理を採用しております。

③　のれんの償却方法および償却期間
５年間で均等償却しております。
ただし、僅少な場合は、当該勘定が生じた連結会計年度の損益として処理しております。

④　退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、
退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。
なお、年金制度上、年金資産の額が退職給付債務を超える場合には、退職給付に係る資産として計上
しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に
より発生年度から費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
一部の連結子会社については、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期
末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤　消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

５．会計方針の変更
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」
という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連
結会計基準」という。）および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13
日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の
子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生し
た連結会計年度の費用として計上する方法に変更いたしました。また、当連結会計年度の期首以後実施さ
れる企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属す
る連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、当期純利益等の表示の変
更および少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。
企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項
（４）および事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年
度の期首時点から将来にわたって適用しております。
なお、当連結会計年度において、連結財務諸表に与える影響額は軽微であります。
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連結貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 54,850百万円
２．担保に供している資産およびそれに係る債務

担保に供している資産はありません。
なお、長期預り保証金40百万円について、土地795百万円の担保設定予約があります。

３．保証債務
以下の会社の金融機関からの借入金について下記金額の保証予約を行っております。
四日市コンテナターミナル株式会社 225百万円

４．土地の再評価による帳簿価額との差額
連結計算書類作成会社について、土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）およ
び土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号、平成13年３月
31日公布法律第19号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る
税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評
価差額金」として純資産の部に計上しております。

①　再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める
「固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法」によっております。

②　再評価を行った年月日 平成14年３月31日
③　再評価を行った土地の期末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額 8,882百万円
（時価が帳簿価額を下回る金額）

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末日における発行済株式の種類および総数

普通株式 67,142,417株
２．配当に関する事項

⑴　配当金支払額

決　議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成27年 6 月26日
定時株主総会 普通株式 353 5.50 平成27年 3 月31日 平成27年 6 月29日

平成27年11月10日
取締役会 普通株式 289 4.50 平成27年 9 月30日 平成27年12月 4 日

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり

配当額（円） 基準日 効力発生日

平成28年 6 月29日
定時株主総会 普通株式 352 利益剰余金 5.50 平成28年 3 月31日 平成28年 6 月30日
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入お
よび社債発行による方針であります。デリバティブは、主に借入金の金利変動リスクの回避ならびに地
震発生時の損失補填のために利用し、投機的な取引は行っておりません。

⑵　金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び営業未収金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関し
ては、当社グループの与信管理規程等に従い、取引先ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、
主な取引先の信用状況を半期ごとに把握する体制としております。
投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する
企業の株式であり、定期的に時価を把握しております。
営業債務である支払手形及び営業未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資
金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち長期のも
のの一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとに
デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。ヘッジの有効性の評価
方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判定をもって有効性の評価
を省略しております。
長期預り保証金は、主にゴルフ場の預託金であります。
デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行
っております。
また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、キャッシュマネ
ジメントシステムにてグループ各社の資金を一元管理することにより、当該リスクの低減を図っており
ます。

⑶　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
下記「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、
その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項
平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであ
ります。なお､時価を把握することが極めて困難と認められるものは､次表には含まれておりません（（注）
３参照）。

連結貸借対照表
計上額（注）１ 時価（注）１ 差　額

百万円 百万円 百万円
⑴　現金及び預金 11,028 11,028 －

⑵　受取手形及び営業未収金 13,505 13,505 －

⑶　投資有価証券

その他有価証券 7,528 7,528 －

⑷　支払手形及び営業未払金 (8,113) (8,113) －

⑸　短期借入金 (2,457) (2,457) －

⑹　長期借入金 (19,440) (19,650) 210
（注）⒈　負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（注）⒉　金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

⑴　現金及び預金、ならびに ⑵　受取手形及び営業未収金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。

⑶　投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

⑷　支払手形及び営業未払金、ならびに ⑸　短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。

⑹　長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利
率で割り引いて算定する方法によっております。
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デリバティブ取引
①　ヘッジ会計が適用されていないもの：時価の算定が極めて困難なため時価評価は行っており

ません。
②　ヘッジ会計が適用されているもの　：ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額ま

たは契約において定められた元本相当額等は、次のと
おりであります。

ヘッジ会計
の　方　法

デリバティブ
取引の種類等 主なヘッジ対象

契約額等
時　価 当該時価の算定方法

内１年超
百万円 百万円 百万円

金利スワップ
の 特 例 処 理

金 利 ス ワ ッ プ 取 引
支払固定・受取変動 長期借入金 2,000 2,000 △54

取引先金融機関から提
示された価格等によっ
ております。

（注）⒊　非上場株式（連結貸借対照表計上額　494百万円）、子会社株式および関連会社株式（連結貸借
対照表計上額　6,299百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もるこ
とができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「⑶　投資有価証券　その他
有価証券」には含めておりません。
長期預り保証金（連結貸借対照表計上額　2,949百万円）は、償還時期を合理的に見積もること
ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価評価は行っておりません。
地震デリバティブ取引（連結貸借対照表計上額　17百万円）の契約額等は３億円（契約最大授受
額）でありますが、時価については公正な評価額を算定することが極めて困難と認められるため、
時価評価は行っておりません。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 770円83銭
２．１株当たり当期純利益 46円13銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書
平成27年 4 月 1 日から
平成28年 3 月31日まで

株 主 資 本

資 本 金
資本剰余金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

そ の 他
資本剰余金

利 益
準 備 金

その他利益剰余金
配当準備
積 立 金

特別償却
準 備 金

固 定 資 産
圧縮積立金

固 定 資 産 圧 縮
特別勘定積立金

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 8,428 6,544 188 1,200 400 9 1,794 －
当 期 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 0
固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 120
固定資産圧縮積立金の積立 40
固定資産圧縮積立金の取崩 △65
特別償却準備金の積立 8
特別償却準備金の取崩 △1
土地再評価差額金の取崩
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － 0 － － 7 △25 120
当 期 末 残 高 8,428 6,544 188 1,200 400 16 1,768 120

株 主 資 本 評価・換算差額等
純 資 産
合 計

利益剰余金 自 己
株 式

株主資本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

土 地
再 評 価
差 額 金

評価・換算
差額等合計そ の 他 利 益 剰 余 金

別途積立金 繰越利益剰余金
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

当 期 首 残 高 6,400 11,121 △1,107 34,978 2,210 △1,075 1,135 36,113
当 期 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △643 △643 △643
当 期 純 利 益 2,007 2,007 2,007
自 己 株 式 の 取 得 △91 △91 △91
自 己 株 式 の 処 分 0 0 0
固定資産圧縮特別勘定積立金の積立 △120 － －
固定資産圧縮積立金の積立 △40 － －
固定資産圧縮積立金の取崩 65 － －
特別償却準備金の積立 △8 － －
特別償却準備金の取崩 1 － －
土地再評価差額金の取崩 137 137 137
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △842 66 △776 △776

当 期 変 動 額 合 計 － 1,399 △90 1,410 △842 66 △776 634
当 期 末 残 高 6,400 12,520 △1,198 36,389 1,368 △1,008 359 36,748

(百万円未満切捨)
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個別注記表

重要な会計方針にかかる事項に関する注記
重要な会計方針

⑴　資産の評価基準および評価方法
①　有価証券

子会社株式および関連会社株式　　　　移動平均法に基づく原価法
その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　　　　　移動平均法に基づく原価法
なお、有価証券の分類は「金融商品に係る会計基準」によっております。

②　たな卸資産（貯蔵品）　　　　　　　　　移動平均法に基づく原価法
⑵　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）　　　定額法を採用しております。
（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）
従来、当社は有形固定資産の減価償却の方法について、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属
設備を除く）およびリース資産を除き、定率法を採用しておりましたが、当事業年度より、定額法に
変更しております。
当社は、様々な事業環境の変化に対応するため、平成26年４月から開始した「中期経営計画」に掲げ
る基本方針「新しい価値を創造する企業に生まれ変わり、スピード感のある革新的ソリューションで、
国内外のロジスティクス事業を拡充する」に基づき、様々な施策を実施しております。
こうした取組みの一環である埼玉県幸手市における消費財物流センター建設計画を契機に、有形固定
資産の減価償却方法について再検討したところ、有形固定資産は耐用年数にわたり安定的な使用状況
であり、収益に安定的に貢献することが見込まれることから、取得原価の費用配分方法としては、定
額法の方が経済実態をより適切に反映すると判断いたしました。
この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当事業年度の営業利益、経常利益および税引前当
期純利益は284百万円増加しております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）　　　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエ
アについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法を採用しております。

③　リース資産　　　　　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と
する定額法を採用しております｡

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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②　賞与引当金は、従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上
しております。

③　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度における退職給付債務および年金資
産の見込額に基づき、当事業年度において発生していると認められる額を計上しております。
なお、企業年金基金については、年金資産の額が、退職給付債務に未認識過去勤務費用および未認識
数理計算上の差異を加減した額を超過しているため、当該超過額を前払年金費用として計上しており
ます。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法によ
り発生年度から費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10
年）による定額法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

④　関係会社事業損失引当金は、関係会社の事業の損失に備えるため、関係会社の財政状態等を勘案して、
当社が負担することとなる損失見込額を計上しております

⑷　ヘッジ会計の方法
金利スワップについて、特例処理を採用しております。

⑸　退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連
結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

⑹　消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 38,080百万円
２．関係会社に対する金銭債権債務

⑴　短　期　金　銭　債　権 1,636百万円
⑵　長　期　金　銭　債　権 1,331百万円
⑶　短　期　金　銭　債　務 7,103百万円

３．担保に供している資産およびそれに係る債務
担保に供している資産はありません。
なお、長期預り保証金40百万円について、土地795百万円の担保設定予約があります。
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４．保証債務
以下の会社の金融機関からの借入金について下記金額の債務保証および保証予約を行っております。

（債務保証）
トランスシティロジスティクス中部株式会社 975百万円
ジェイトランス株式会社 234百万円
Trancy Logistics(Shanghai)Co.,Ltd. 146百万円

計 1,355百万円
（保証予約）

四日市コンテナターミナル株式会社 225百万円
計 225百万円

５．土地の再評価による帳簿価額との差額
土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）および土地の再評価に関する法律の一
部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号、平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、
事業用土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延
税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計
上しております。
①　再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める「固
定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法」によっております。

②　再評価を行った年月日 平成14年３月31日
③　再評価を行った土地の当事業年度末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額 8,882百万円

　　　　　（時価が帳簿価格を下回る金額）

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営 業 取 引 高
売 上 高 6,329百万円
売 上 原 価 等 29,822百万円

営業取引以外の取引高 864百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の数

普通株式 3,031,834株
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未 払 事 業 税 40百万円
賞 与 引 当 金 185百万円
長 期 未 払 金 15百万円
貸 倒 引 当 金 386百万円
関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 473百万円
そ の 他 316百万円

繰延税金資産小計 1,418百万円
評 価 性 引 当 額 △1,007百万円

繰延税金資産合計 411百万円
繰延税金負債

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △765百万円
特 別 償 却 準 備 金 △7百万円
その他有価証券評価差額金 △591百万円
退 職 給 付 信 託 設 定 益 △243百万円
退 職 給 付 引 当 金 △86百万円
そ の 他 △420百万円

繰延税金負債合計 △2,115百万円
繰延税金負債の純額 △1,704百万円
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関連当事者との取引に関する注記

属性 会社名 事業の内容
議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合

関係内容
取引の
内　容

取引金額
（百万円） 科　目 期末残高

（百万円）役員の
兼任等

事業上
の関係

子会社

トランスシティ
ロジスティクス
中 部 株 式 会 社

物流セン
ターの運
営、管理
他

直　接
100％

役員
４名

物流サー
ビスの提
供を受け
ている。

債務保証 975 － －

物流業務
の委託 8,117 営業未払金 2

四 日 市 海 運
株 式 会 社

港湾運送
業他

直　接
88.4％

役員
５名

物流サー
ビスの提
供を受け
ている。

キャッシュ
マネジメン
トシステム
による借入

－ 短期借入金 1,552

三 鈴 開 発
株 式 会 社

ゴルフ場
経営他

直　接
100％

役員
５名

資金の
貸　付 資金の貸付 150 長期貸付金 1,230

（注）取引条件および取引条件の決定方針
⒈　債務保証については、金融機関からの借入の債務保証を行ったものであり、一般的な保証料率を勘案

した上で取引条件を決定しております。
⒉　物流業務の委託については、市場価格を勘案した上で取引条件を決定しております。
⒊　資金の貸付については、市場金利等を勘案した上で取引条件を決定しております。
⒋　キャッシュマネジメントシステムは、当社グループ内の企業相互間の余剰資金を集中管理することに

より、資金の効率化を図る目的で導入しており、市場金利等を勘案した上で、取引条件を決定してお
ります。また、グループ内の参加会社間で資金の貸借を随時行っているため、取引金額は記載してお
りません。

⒌　三鈴開発株式会社への長期貸付金に対し、貸倒引当金1,230百万円を計上しております。また、同社
に対する支援のために必要と見込まれる金額として関係会社事業損失引当金1,567百万円を計上して
おります。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 573円21銭
２．１株当たり当期純利益 31円24銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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その他の注記
退職給付債務等

当事業年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。
退 職 給 付 債 務 8,203百万円
年 金 資 産 （ 時 価 ） 9,737百万円
未 積 立 退 職 給 付 債 務 △1,533百万円
未 認 識 過 去 勤 務 費 用 △49百万円
未認識数理計算上の差異 940百万円
貸 借 対 照 表 上 の 純 額 △2,424百万円
前 払 年 金 費 用 2,987百万円
退 職 給 付 引 当 金 562百万円

当事業年度末の退職給付引当金残高およびそれと相殺表示されている退職給付信託における年金資産（未
認識数理計算上の差異を除く）はそれぞれ以下のとおりであります。

企業年金基金 退職一時金 合 計
退職給付引当金（退職給付信託の
年金資産控除前） － 562百万円 562百万円

前払年金費用（退職給付信託の年
金資産控除前） 627百万円 － 627百万円

退 職 給 付 信 託 の 年 金 資 産
（未認識数理計算上の差異を除く) 2,359百万円 － 2,359百万円

控 除 後 退 職 給 付 引 当 金 － 562百万円 562百万円
前 払 年 金 費 用 2,987百万円 － 2,987百万円

－ 15 －


